
価値創造を実現するサステナビリティ

　2024年1月にサステナビリティ管理業務を担当して以
来、私はこれまで以上に「聴く」ことを強く意識して職務に
向き合っています。力強くしなやかな会社成長を実現する
うえで、「会社が目指す事業戦略の方向性と世界が求める
社会的課題解決への道筋が一致していること」が大前提で
ある今日、当社を取り巻く様々な声にこれまで以上に耳を
澄ます必要があるからです。
　今日、私たちは気候変動対策に伴うエネルギー革命、パ
ンデミックの影響、地政学的混乱といった世界規模の構造
変化を促す事象に直面していると同時に、人工知能（AI）の
急速な進化と普及に代表されるような技術的大転換点期
の只中にいます。当社は、マクロレベルで進行するこれら
社会情勢の変容に適応する形で、経営戦略や投資の方向性
を変化させてきました。
　そのような状況下にあって、当社は、経営幹部と機関投
資家様へのヒアリング結果に基づき、経営の持続可能性を
確保するうえで最も重要なテーマを2021年に設定し、環
境・製品・人材・サプライチェーン・ガバナンスを巡る15

領域（マテリアリティ）におけるリスクの軽減と機会の発見
に取り組んできました。グローバルに製造業を営む当社が、
不測の変化に適応するうえで最も大切な要素は、これらマ
テリアリティ領域に横断的なインパクトを与え得る「環境」と
「人」に集約されます。

「環境」の声を聴く
　モータ等駆動技術の世界でグローバルスケールのビジネ
スを営む当社には、提供する製品自体が持つ環境特性を向上
させると同時に、材料調達、製造から廃棄に至る全てのプロ
セスで使用するエネルギーと資源の使用量を最小化する責務
があります。これらは世界共通の課題である循環型社会の実
現や、気候変動対策の核となる温室効果ガス削減につながる
取り組みでもあり、当社は製品の設計思想や製造方法に新た
な環境価値を加えることで、社会の期待に沿った事業成長を
実現します。当社は2050年度にサプライチェーン全体のCO2

排出量ネットゼロ構想を公表しています。当社に求められる
合理的な取り組みの在り方を、お客様からのアドバイスや国
際的イニシアチブへの参加を通じて学び、実行に移していま
す。環境情報のグローバル開示プラットフォーム（CDP）を通じ
た気候変動および水の利用に関わる報告、気候関連財務情
報開示タスクフォース（TCFD）のガイドラインに沿った事業に
対する気候変動インパクトの分析・開示、そして2030年温室
効果ガス削減目標の策定などがこれに相当します。この目標
は、パリ協定における「1.5℃目標」を達成するための科学的
根拠に基づいた目標と認められ、国際的気候変動イニシアチ
ブのSBTi（Science Based Targets initiative）よりSBT認定を取
得しました。いずれにおいても、計画達成に至る道筋では広
範なバリューチェーンとの効果的な協働が必要になります。

「人」の声を聴く
　世界各国で操業する当社拠点では多種多様な国籍、人
種、宗教、文化的背景、専門性などを備えた10万人を超え
る従業員が多くのお客様、お取引先様、周辺コミュニティの
皆様に支えられながら事業を営んでいます。このことは、
国により異なる文化的前提を理解したうえで国際的に通用
する責任あるビジネス行動をとることの重要性を示唆して
いると同時に、バリューチェーンとの緊密な対話が当社事
業継続上の鍵であることを示しています。
　さらに、様々なバックグラウンドを持つ多くの従業員の存
在は、当社の将来を担う人材の層がそれだけ厚いことを意
味しています。当社は潤沢な人材プールを通してその構成
員である一人ひとりのポテンシャルに注目し、会社と自己
の成長機会を切り開くことができる人材を発掘、育成する
とともに、働き方の柔軟性を高めながら従業員がモチベー
ションと喜びを得られる職場環境を整えたいと考えていま
す。そのためには、会社が求めるスキル特性と働く個人の
仕事観・生活観を丁寧に擦り合わせていく必要があり、そ
れを可能にするプロセスの構築が当社人材戦略における
中核的課題であると認識しています。2024年4月に設置し
た「グローバル人事戦略コミッティ」はそうしたプロセスの
第一歩です。
　また、これら社内外の幅広い利害関係者と意義あるコミュ
ニケーションを図る上で欠かせないのが人権の視点であり、

今後ますますその重要性が増していきます。全グループに
適用される人権方針の策定に続き、当社はその本質的な理
解を深めつつ社会的視座から自社とサプライチェーンの現
実を把握する体制を構築していきます。

サステナビリティに関する 
ガバナンス体制
　マテリアリティを含む持続的経営に関わる諸課題に取り
組むうえで必要なガバナンス組織として、当社は執行機関
である「サステナビリティ推進会議」、並びにその監督機関
である「サステナビリティ委員会」を設置しています。「サス
テナビリティ推進会議」は、原則として2か月毎に開催され、
社長以下執行役員が実施計画の進捗状況と課題を協議す
るとともに新たな社会的要請に関する情報を共有します。
同会議の内容は、社外取締役が過半数を占める「サステナ
ビリティ委員会」に報告され、その後取締役会と共有されま
す。なお、2024年6月には執行役員の報酬を当社のESGパ
フォーマンスと連動させる仕組みを導入しました。
　当社が将来にわたり持続的成長を図るうえで、ステーク
ホルダーの皆様との連携は欠かせない要素です。当社サス
テナビリティ行動の主旨を背景にある意図と併せてご理解
いただけることを願いつつ、皆様からの忌憚なきフィード
バックをお待ちしています。
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サステナビリティ委員会

委員長： 社外取締役
委員：  社外取締役3名、社内取締役2名
開催頻度： 四半期毎

サステナビリティ推進会議

議長： 社長
委員： 経営会議メンバー
開催頻度： 原則隔月

取締役会

執行役員

研究開発 
部門

本社管理 
部門

事業所／
グループ会社

CEO月次役員会

気候変動対策分科会

環境マネジメント分科会

経営会議

人権分科会

サステナビリティ推進体制
報告

様々な声にこれまで以上に耳を澄まし、
力強くしなやかな会社成長を実現

常務執行役員

牛尾 文昭

サステナビリティ担当役員メッセージ
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価値創造を実現するサステナビリティ

NIDECグループのマテリアリティ

マテリアリティの取り組みプロセス

マテリアリティ一覧2021年、当社は中長期的に企業価値を高め、「世界一高性能なモータで地球に貢献する」という使命を
果たすために重要となる課題をマテリアリティとして特定しました。マテリアリティへの対応を効果的かつ
確実に進めていくため、それぞれのマテリアリティ領域には15の取り組みテーマが付随しています。さらに
取り組みテーマごとに2025年達成を企図したKPIを設定しています。設定したKPIを中期経営計画や環境・
人材などの各種戦略と結び付け、取り組みを推進していくことで、当社ビジネスの持続可能性を高めて
いきます。なお、マテリアリティや取り組みテーマ、KPIは今後の事業環境に応じて妥当性を考慮し、内容を
変更する可能性があります。

STEP 1
重要課題の把握・整理
GRIスタンダード、SASB、ESG評
価機関等が重視する項目、社会課
題、事業環境を踏まえ、当社事業
におけるリスクと機会の両面から
重要と考える項目を整理し、44項
目を優先すべきマテリアリティ（重
要課題）の候補としました。

STEP 2
ステークホルダー視点での課題
の評価
重要課題候補の44項目について、
日本・アジア・欧米の機関投資家
を対象としたアンケート調査を実
施しました。当社株式保有が多い
投資家とESGエンゲージメント経
験のある投資家に各項目の重要度
評価を依頼しました。

STEP 3
自社視点での課題の評価
同様のアンケート調査を当社の取
締役、執行役員および海外事業所
におけるマネジメント層に対して実
施しました。

STEP 4
執行役員および取締役会が妥当
性を評価、マテリアリティを特定
STEP2、3で得られた結果に基づ
き、経営陣が議論を重ね、ステー
クホルダーにとっての重要度と当
社にとっての重要度の両面から優
先して取り組む課題を選定しまし
た。抽出された優先課題は取締役
会での審議を経て5つのマテリアリ
ティ、15の取り組みテーマに収れ
んされています。

カテゴリー マテリアリティ 取り組みテーマ サブテーマ KPI（2025年度5か年目標） 2023年度における進捗

環境

持続可能な
地球環境への
貢献

脱炭素社会の
実現

製品を通じた
脱炭素化への
貢献

車載事業における貢献
  電気自動車用駆動モータシステム（E-Axle/
BSG）によりCO2排出量を削減する：2020
年度～2025年度までの累計 11,700千
t-CO2

  電動パワーステアリング用モータ（EPS-PP/
EPS）によりCO2排出量を削減する：2020年
度～2025年度までの累計 26,261千t-CO2

  電動ブレーキ用モータ（EBB）によりCO2排
出量を削減する：2024年度～2025年度ま
での累計 10,029 千t-CO2

精密小型モータ事業における貢献
  小型EV用モータ導入によりCO2排出量を毎
年35千t削減する。

  電動バイク用モータ導入によりCO2排出量
を毎年32千t削減する。

車載事業においては低コスト・高収益性や機
能統合、高速回転化などの技術優位性を持
つE-Axle第3世代モデルの開発を進めてお
り、2024年度に販売数量を拡大予定。
精密小型モータ事業においては電動バイク
用駆動モータの開発・生産体制を整備。電動
バイク市場の成長に備えて新工場を稼働さ
せ、環境に配慮した次世代モデルによる脱炭
素社会への貢献を目指す。

事業活動で 
排出する
GHGsの削減

  2025年度総連結の再エネ導入比率を40%
にする。
  TCFD提言に沿った気候変動シナリオの年
次開示を行う。

再エネ導入比率の向上を目指し、各事業所単
位で省エネ活動と再エネ導入を両輪とした取
り組みを推進。TCFD提言については気候変
動インパクトに関するシナリオ分析が完了。

廃棄物・ 
有害廃棄物の
管理

―   2025年度の廃棄物・有価物発生量の売上
高原単位を2022年度比で3%低減する。

製品設計の見直しによる省資源化や不良品
の低減活動を推進し、2023年度の廃棄物・
有価物等の発生量を売上高原単位で2022年
度比4.7%減少。材料歩留まりの向上も重要
視しており、製造時の加工ロス改善による削
減効果を図る。

水リスクへの
対応

―   全生産拠点における水リスクアセスメントを
100%完了する。

AqueductとWater Risk Filterを使用して全
生産拠点の水リスクを評価。洪水、水不足、
水質、水供給変動、規制／評判の5つの項目
で事業への影響度を調査し、洪水と水不足を
重要リスクと特定。中国5拠点、タイ3拠点、
ベトナム2拠点、インド2拠点の12拠点が高
いリスクを持つことを特定し、リスク対策が
講じられていることを確認。

製品

製品の安全性
と品質の追求

―   開発部門による部材選択判断を容易にする
製品含有化学物質データベースを構築し、
環境志向型開発体制へ転換する。
  車載関連事業における品質マネジメント改
革を実行し、2025年度までに品質統括組
織・体制を確立する。

  製品安全リスクを低減するため、新規開発
品および製造工程の製品アセスメントを
100%実施する。

小型モータ事業本部においては環境先進国
の現行規制に対応済み。将来の法規制やよ
り厳格な社会的要請に備え、鉛使用量の削
減や再生樹脂材料の活用に取り組む。車載
事業本部においては品質向上に注力し、プロ
ジェクト成果物監査を通じて製品品質と工程
品質を確保。グローバル品質統括本部では
NIDECグループ各社の品質保証部門が参加
する会議を開催し、品質状況の把握と共有を
図る取り組みを実施中。

社会変化に
適応した製品・
サービスの 
提供

技術環境・ 
産業構造の 
変化への対応

―   社会課題解決のため、「5つの大波」をリー
ドする新製品を連打する。
  省エネルギー・省資源に寄与するモータ
の高効率化と軽薄短小化を継続的に追
究する。

社会と顧客の環境負荷低減に寄与する製品
および技術開発に努め、製品の普及展開を
継続。モータの高効率化や製品の軽薄短小
化による省エネルギー、省資源、CO2排出量
低減、リサイクル性の向上などに寄与する研
究開発を推進。

知的財産の 
保護・活用

―   知財ポートフォリオを脱炭素化・省電力・省
人など社会・事業変化に対応したものへと
転換し、それを活用する。

プロダクトライフサイクルに合わせた知的財産
ポートフォリオの構築・管理や他社の知的財
産権の尊重、市場動向の分析を強化。「5つの
大波」を中心とするSDGs関連の知的財産ポー
トフォリオ割合も56%の高水準を維持。2024
年には昨年に引き続き「Top 100 グローバ
ル・イノベーター 2024」に選出された。

マテリアリティの特定

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

当社にとっての重要度

高

高

NIDECグループの
マテリアリティ

環境
持続可能な地球環境への貢献

製品
社会変化に適応した製品・
サービスの提供

人材
優秀かつ多彩な人材の確保・育成

サプライチェーン
社会課題を解決し国際競争力の
あるサプライチェーンの構築

ガバナンス
強固なガバナンス体制の構築

 詳細は次ページをご覧ください。
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価値創造を実現するサステナビリティ

カテゴリー マテリアリティ 取り組みテーマ サブテーマ KPI（2025年度5か年目標） 2023年度における進捗

人材

優秀かつ
多彩な人材の
確保・育成

国際競争力が
高い人材の 
確保・育成

―   グローバルリーダーの発掘・育成を推進
する
ー グローバル人材を含めた経営人材育成を
強化する

  グローバルタレントマネジメントの仕組み
を構築・機能する
ー 地域統括人事の設置
ー 本社管理対象ポジションの明確化
ー Global Mobilityポリシーの構築

幹部開発においては中長期の視点で人材開
発委員会がサクセッションプランを議論し、
次世代の経営人材候補を発掘、戦略的な育
成を行っている。また指名委員会を通じて新
社長を選任。キャリア開発支援においては
キャリアプランシートや研修を通じて若手社
員のキャリア支援を行う。管理職対象のリー
ダーシップ研修や教育動画を展開し、部下の
キャリア開発支援を強化。

ダイバー 
シティの推進

―   意思決定層への女性の登用（単体）
ー 女性役員比率※：20%以上 

ー 女性管理職比率：9%以上
ー 女性管理職候補層※比率：15%以上 
 ※  執行役員以上、社外取締役含む
 ※   管理職一歩手前のポジションに就く女性社員

を指す
  外国籍役員の登用およびその後継者候補の
開発促進

社員間の関係性を活性化し、組織全体のパ
フォーマンス向上を目指す組織開発を推進。
組織パフォーマンスサーベイや職場ワーク
ショップを導入し、多様な意見を尊重しなが
らビジョンに基づく意思決定を促進する組織
風土の醸成に取り組んでいる。

労働安全 
衛生・健康 
経営の推進

―   安全で働きやすい職場環境を確保する。
  重大（死亡・後遺障害）災害をゼロにする。
  労働災害度数率を改善する。
  NIDECグループ一体での健康経営の実現
  2025年度健康経営度調査における「健康経
営優良法人ホワイト500（大規模法人部
門）」の認定を受ける。

社員の健康リテラシー向上のために、産業医
によるヘルスセミナーを実施。毎年の健康調
査結果を基にテーマを設定している。健康リ
スクの高い社員には個別保健指導や精密検査
の勧奨などを実施し、社員全体の健康状態の
改善・向上に取り組んでいる。

人権の尊重・ 
適正な労働 
慣行の推進

― 適正な労働慣行の浸透
  管理職を含む従業員の労働時間管理を継続 

  生産性向上により平均残業時間を削減
人権の尊重
  サプライチェーンを対象に含む人権方針を
明確化し、従業員に浸透させる。

国際人権デーおよび人権週間に合わせて人
権啓発を行い、eラーニングやコンプライアン
ス研修を実施。NIDECグループの拠点に対し
てSAQを活用し、人権基本方針の周知徹底や
個別是正対応を進めている。サプライチェー
ンにおいても人権リスクを防止するため、仕
入先にSAQを実施し、リスク評価と対応の優
先順位付けを行っている。労働時間の管理に
ついてはマイクロマネジメントを行い、労働時
間に到達した従業員と上司に対して業務調整
を行うよう周知。

サプライ
チェーン

社会課題を 
解決し国際 
競争力のある
サプライチェーン
の構築

社会・環境 
側面に配慮 
したサステナ
ブル調達

―   主要サプライヤーに対して人権デュー・ディ
リジェンスを実施する：2025年度末時点で
の高リスクサプライヤーへの人権DD実施率
100%

人権デュー・ディリジェンスに関する業界動
向を参考に社内の運用ルールを検討。NIDEC
サプライヤーCSRセルフアセスメント（SAQ）で
の人権リスク洗い出しという課題に対処する
ため、特定のモノ・地域に関する設問を追加
して調査を実施。サプライヤー情報を基に人
権侵害の発生確率とダメージの深刻度を測
定し、人権リスクの特定と取り組み優先度を
判断。SAQ項目の評価を詳細化し、リスクが
高いサプライヤーに個別のヒアリングや調査
を予定している。

カテゴリー マテリアリティ 取り組みテーマ サブテーマ KPI（2025年度5か年目標） 2023年度における進捗

ガバナンス

強固なガバナ
ンス体制の 
構築

公正かつ 
透明性・実効
性の高いガバ
ナンス体制の
実現

取締役会   第三者機関による取締役会実効性評価およ
びその結果を踏まえた改善活動を継続実施
する。
  取締役会の社外取締役比率50%以上、女性
取締役比率20%以上を常に達成できている
状態を保つ。

取締役会の実効性確保のため、毎年、社外取
締役を含む取締役会メンバーにアンケートを
実施し、実効性の評価と課題分析を行ってい
る。第三者（外部法律事務所）による評価も導
入し、2023年度も監督機能が高く評価されて
いることを確認。取締役および執行役員の選
任に関しては指名委員会を設置し、社長の選
任や役員報酬の見直しを実施。

指名委員会・
報酬委員会

  取締役の選解任プロセスの透明性・公正性
を高める。
  報酬委員会の実効性向上を図り、役員報酬
決定の客観性・透明性を確保する。

取締役会の実効性確保のため、毎年、社外
取締役を含む取締役会メンバーにアンケート
を実施し、実効性の評価と課題分析を行って
いる。第三者（外部法律事務所）による評価
も導入し、2023年度も監督機能が高く評価
されていることを確認。取締役および執行役
員の選任に関しては指名委員会を設置し、社
長の選任や役員報酬の見直しを実施。

内部統制の
管理・徹底

  売上規模4兆円を前提として監査リソースを
質的・量的に拡充する。

グローバル内部監査体制を確立するため、
内部監査業務の高度化と効率化に取り組む。
自主監査体制の強化やDXの活用による総連
結対象のモニタリングを実施

法令順守・ 
コンプライア
ンスの徹底

―   本社／ 地域毎の組織（米州・中国・欧州）
を起点にグループ全社へ法務・コンプライ
アンス体制を拡大する。
  重大なコンプライアンス違反リスクを洗い出
し、重点的な施策を打つ。
  NCJ全従業員が年に一度、コンプライアン
ス教育を受講する。年間を通じてグループ
会社にコンプライアンス教育の機会を提供
する。

ハザードマッププロジェクトを継続。遠隔性
や汚職リスク情報を参考にハイリスクな会社
を可視化し、リスク軽減策を実施。人権
デューディリジェンスも実施し、NIDECグ
ループ内で強制労働や児童労働が行われて
いないことを確認。

リスク管理 
体制の整備

―   全ての有価証券報告書開示リスクについて、
主管部署による評価が実施され、優先的に
対応すべきリスクが特定されている。
  優先的に対応すべきリスクが事業に与える
影響を低減する。また、低減活動の進捗お
よび残存リスクを管理する。

リスク主管部署が評価の対象とするリスク事
象が、社内外の事業環境の変化や顧客の要
請を反映しているかどうかを精査するととも
に、リスク評価者の負荷低減を目指して対象
リスク事象の絞り込みを実施。

情報セキュリ
ティ対策の 
推進

―   重大な情報セキュリティ事故の発生件数を
ゼロにする　

従来のサイバー攻撃など社外の脅威に備える
取り組みに加えて、「内部に潜む脅威」への対
策を推進。社員の不注意やルール違反による
情報漏えいを防ぐために教育・注意喚起を重
点的に行い、内部関係者の悪意による行為を
抑止・検知する仕組みを導入。
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